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 1  三宅村は，2000年に火山噴火による全島避難で人口がゼロとなったことから，ここでは全区間で除外してい
る。
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 2 . 2　労働力状態「不詳」











総数 労働力 就業者 完全失業者 非労働力
109,754,177 61,523,327 58,919,036 2,604,291 41,022,456
（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[2] のデータより作成）









図 4 　1980 ～ 2015年における労働力状態不詳の割合の推移
（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[2]のデータより作成）
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図 7 　1995 ～ 2015年における年齢階級別労働力状態不詳率
（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[2]のデータより作成）
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産業分類「不詳」と呼ぶ。
　表 2 は，1995年調査以降の産業分類不詳数と割合であり，2010年以降は 5 ％を超え，その数は就業者
数の対前回増減をはるかに凌いでいる。
表 2 　1995年以降の就業者総数と産業分類不詳数および割合
1995 2000 2005 2010 2015
総数 64,182,000 63,032,000 61,530,202 59,611,311 58,919,036
対前回増減 -1,150,000 -1,501,798 -1,918,891 -692,275
分類不詳数 395,000 761,000 1,167,533 3,460,298 3,161,936
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特別区部 9,272,740 3,979,836 184,331 1,769,213 550,087 1,612,333 40.5%
大阪市 2,691,185 1,120,195 44,391 428,602 146,061 384,924 34.4%
沖縄市 139,279 49,997 796 23,299 6,108 16,567 33.1%
福生市 58,395 24,773 8,109 3,032 1,662 7,503 30.3%
立川市 176,295 74,695 15,193 15,497 5,914 21,658 29.0%
三鷹市 186,936 94,138 2,931 7,773 21,301 27,019 28.7%
北谷町 28,308 10,676 155 4,045 1,132 2,992 28.0%
市川市 481,732 217,193 42,127 42,957 14,110 60,700 27.9%
宜野湾市 96,243 37,853 1,803 12,428 3,758 10,326 27.3%
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表 4 　2015年における労働力調査，国勢調査の産業別就業者数と補正値
労働力調査 国勢調査 補正
総数 6,401 5,892 6,447
農林業 212 213 221
漁業 20 16 16
鉱業 3 2 2
建設業 510 457 496
製造業 1,056 1,004 1,086
電気等 29 30 33
情報通信 212 182 217
運輸郵便 341 322 353
卸小売業 1,075 953 1,046
金融保険 156 153 171
不動産業 123 129 144
学術専門 218 205 231
宿泊飲食 390 344 380
生活関連 234 219 241
教育学習 309 282 308
医療福祉 801 741 802
複合 60 50 54
他サービス 416 376 413














 （b）B市の常住地就業者数bT のうちA市で働いている就業者数bA ，従業地不詳bm





表 5 　2015年の福岡県内 3 市の自市内と自市外従業者の主要産業分布
自市内で従業 自市外で従業
大牟田市 久留米市 大野城市 大牟田市 久留米市 大野城市
農林業 2.1% 7.6% 0.7% 1.0% 1.2% 0.2%
建設業 8.6% 7.1% 12.3% 9.3% 5.9% 8.4%
製造業 14.8% 9.9% 10.0% 21.5% 20.2% 8.7%
情報通信 0.4% 0.7% 1.0% 1.6% 2.2% 4.4%
運輸郵便 3.6% 3.3% 3.6% 6.3% 9.7% 6.7%
卸小売業 17.1% 16.4% 21.8% 14.1% 15.7% 20.0%
金融保険 1.6% 2.3% 1.0% 2.6% 3.0% 4.0%
不動産業 1.3% 1.9% 3.7% 1.0% 1.2% 2.6%
学術研究等 1.8% 2.6% 3.3% 2.3% 2.7% 4.1%
宿泊飲食 6.1% 6.7% 6.0% 4.2% 3.2% 4.9%
生活関連 4.0% 4.2% 4.4% 4.2% 2.6% 2.9%
教育学習 4.1% 4.8% 4.4% 5.1% 5.0% 5.6%
医療福祉 20.5% 17.2% 13.5% 14.2% 14.0% 10.8%
公務 3.4% 4.4% 3.3% 2.8% 4.5% 5.9%
分類不能 2.2% 3.5% 3.6% 2.1% 2.0% 1.9%
（出所：総務省統計センター，『国勢調査』[2] のデータより作成）
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業やまちによって大きく異なっており（表 5 に 3 市について例示している），いずれの按分を行ったと
しても，相応の偏りが混入する可能性が高い。これらの理由から，従業地就業者数の補正は行っていない。
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